
　最近のファンドを中心にした不動産投資ブームを反映して、新
築物件だけでなく、既存物件をバリューアップする再生手法に注
目が集まっています。再生には、用途変更を伴わない「リフォーム」
や「リノベーション」と、別な用途の建物へと変更する「コンバー
ジョン」があります。 

　「コンバージョン」に注目が集まったのは2002年の夏ごろでした
が、当時日本では、見るべき事例が少ないのが実情でした。しか
しその後、企業の社宅・従業員宿舎が多い東急田園都市線沿
線では、有料老人ホームにコンバージョンされたケースや、都心
部でも、オフィスビルから住宅への事例も見られるようになりました。 

　「つくばエクスプレス」の開業によって、「秋葉原」～「つくば」
間が最速で45分になるなど、茨城県の交通利便性が大きく向上
します。開業後、インフラ整備から「まちづくり」へと重点も変わり、
5年後、首都圏で最も変化しているまちとなる可能性があります。 

　「守谷」駅から「つくば」駅にかけての茨城県下沿線では、筑波
研究学園都市を核とし、8地区で約1,700haに及ぶ敷地で大規模
な開発が進められています。環境に恵まれた沿線6駅の開発状
況等をまとめました。 

　長谷工グループでサービス関連事業を担当する㈱長谷工アネ
シスが、リサイクル事業に参入し、今年3月、東京・青梅街道沿
いにリサイクルショップ「カシコシュ」第一号店をオープンしました。 

　同事業は、マンション管理業の新たな差別化サービスであり、まっ
たく新しい分野での新規事業でもあります。ビジネスモデルや開
店後の状況、今後の計画などを同社に伺いました。 

不動産のバリューアップには？ コンバージョンをめぐる状況の変化は？ 

　戦後の住宅不足や都市集中への対策で始まった現在の
住宅政策を根本から見直すため、国土交通大臣が諮問した
ものです。審議会は、「国民一人一人が真の豊かさを実感
できる住生活」を目標に掲げ、新たな政策枠組みの基本理
念と展開を答申しました。国土交通省はこれを受け、40年
続いた「建設のための計画」に代わる新しい住宅基本法制
を年度内に立法化することにしています。 
 
 
　これまで固定条件と思われ意識されにくかった領域ですが、
民間の事業環境も大きく変わる可能性があります。ビジネス
創出や業態シフトの契機ととらえ、機会を逃さないよう注目し
ていくことが必要です。 

　民間でも、経団連や住団連が「住宅基本法」の制定を求
め提言するなど、新政策への期待があります。住団連提言「住
宅基本法の制定に向けて―日本人の住生活はもっと豊かに
なるはずだ」は、目先ではなく、長期の水準向上ビジョンを政
策目標に位置づけ共有することが、日本の経済力を個人の
豊かさに反映させる方法だとしています。 
 
 
　①民間の事業機会が全般に拡大　②市場では建物自体
を価値評価　③鑑定・検査・情報蓄積など市場周辺に新業
務　④公的事業が民間活用　⑤市街地縮小に伴う新ビジネ
ス　⑥自己責任のもとで市場自由競争　⑦消費者を支援す
るコンサルティング、などの変化や新ビジネスが予想されます。 
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